
 芦屋市 法適用申請に対する処分個票 

ID: 68   

担当部署: 都市政策部 都市戦略室 建築住宅課  

処分の概要 特例容積率適用地区内における建築物の特例容積率の限度の指定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
建築基準法 第57条の2第1項 

法 令 番 号 昭和25年法律第201号 

【根拠条文】 

 (特例容積率適用地区内における建築物の容積率の特例) 

第57条の2 特例容積率適用地区内の2以上の敷地(建築物の敷地となるべき土地及び当該特

例容積率適用地区の内外にわたる敷地であつてその過半が当該特例容積率適用地区に属す

るものを含む。以下この項において同じ。)に係る土地について所有権若しくは建築物の所

有を目的とする地上権若しくは賃借権(臨時設備その他一時使用のため設定されたことが

明らかなものを除く。以下「借地権」という。)を有する者又はこれらの者の同意を得た者

は、1人で、又は数人が共同して、特定行政庁に対し、国土交通省令で定めるところにより、

当該2以上の敷地(以下この条及び次条において「特例敷地」という。)のそれぞれに適用さ

れる特別の容積率(以下この条及び第60条の2第4項において「特例容積率」という。)の限度

の指定を申請することができる。 

 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

 

標準処理期間 60日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 平成28年4月1日 最終変更年月日 令和5年4月1日 

 


